
特例非営利活動法人 コアネット

役員報酬規定

(総則)

第 1条 この法人の役員報酬については、この規定の定めるところによる。

(報酬等)

第 2条 この法人は、常勤・非常勤に関わらず、役員報酬については一切支給しない。

ただし、旅費等の実費は支給することができる。

附則

1。 この規定は、この法人の成立の日から施行する。

2。 この規定を変更しようとするときは、総会に出席した正会員の4分の3以上の多数によ

る議決を得なければならない。



特定非営利活動法人 コアネット

職員給与規定

第 1章 総則

(適用範囲)

第 1条 この法人の職員給与については、この規定の定めるところによる。

(給与の構成)

第 2条 この法人の給与の構成は基本給及び通勤手当とし、必要に応じ所定時間外労働割

増給与・休日労働割増給与・深夜労働割増給与を支給する。

(給与計算期間及び支払日)

第 3条 この法人の給与の計算期間は、前月 16日 から当月 15日 までとする。

2 この法人の給与の支払は、当月 25日 までに銀行振り込みにより支払う。

3 前項の規定に関わらず、理事及び代表理事が必要と認めたときはこの限りでない。

(賃金の控除)

第4条 必要に応じ、税金 0社会保険料等を控除する。

(遅刻・欠勤等)

第 5条 遅刻 0欠勤・早退などによる不就労の場合は、その相当額を支給しない。

ただし、不就労の時間に相当する時間を繰 り下げて勤務することが出来る。

(有給休暇に伴う給与の計算)

第 6条 有給休暇を取得し、使用した職員に対しては所定労働時間に相当する給与を支払

つ。

第 2章 給与等

(基本時給)

第 7条 新たに職員となった者の初任給は、時給 1,000円 とする。

ただし、各人の職務の内容、能力、経験、年齢等を考慮の上、理事及び代表理事

が必要と認めたときは 1,500円 までの範囲で変更することが出来る。



(昇給等)

第 8条 この法人の業績及び本人の技能、勤務成績等を考慮し、理事及び代表理事が必要と

認める場合を除き、事業年度末日までに昇給等の決定をする。

(通勤手当)

第 9条 通勤手当は、非課税限度額の範囲内において、公共交通機関を利用した実費の額若

しくは通勤に要する実費に相当する額を支給する。

(所定時間外労働割増給与)

第 10条 理事又は代表理事が必要と認め、又は命じた場合に限り所定労働時間を超えて勤

務することが出来る。この場合、実労働時間が8時間以内の場合には基本給とし

て支給し、時間を超える場合には超えた部分の法定時間外労働時間に対し、次の

計算により計算した所定時間外労働割増給与を支給する。

基本時給×1.25× 法定時間外労働時間

2 前項に関わらず、給与計算期間の法定時間外労働時間が60時間を超えた場合

には、次の計算により計算した所定時間外労働割増給与を支給する。

基本時給×1.5× 法定時間外労働時間

(深夜労働割増給与)

第 11条 第 10条の規定において、午後 10時以降の労働時間がある場合には、次の計算

により計算した深夜労働割増給与を別に支給する。

ただし、第 5条の規定により所定労働時間を繰 り下げた場合には、繰り下げが

無かったものとして通常の所定労働時間において計算するものとする。

基本時給×0。 25× 深夜労働時間

(休 日労働割増給与)

第 12条 やむを得ない事情により、理事又は代表理事が必要と認め、又は命じた場合に

限り休 日労働をすることが出来る。この場合、次の計算により計算した休日労

働割増給与を支給する。

基本時給×1.35×休日労働時間

第3章 賞与

(賞与の支給)

第 13条 この法人の業績及び各人の職務の内容、勤務成績、基本時給等を考慮し、理事及

び代表理事が必要と認めた場合に限り、 7月 と12月 に支給する。



ただし、基本時給で所定労働時間一か月分を限度とし、支給月前月において労働

期間が半年に満たない職員については、支給しない。

附則

この法人は、現在雇用する職員がおりませんが、将来の事務局運営の為に職員を雇用した際

に必要と思われる範囲において作成した職員給与規定 (案)になります。

正式に職員を雇用する必要がある場合には、事務局の実情を鑑み改定し、総会決議により正

式採用と致します。



書式第 17号 (法第 551条関係 )

特定非営利活動促進法第‖条第2項第 した書類

1 資金に関する事項 Ю収益の源泉別の明細、借入金の明細その他の資金に関する事厠

※ 丸数字は、特定獅 膳動促進法第 54条第2項第3識 める事項の詳細について規定している特定ブ1都:括ヨ混進法樹行規

貝1噸曽32条第1項各号に対応しています。以下同じです。

R2年 4月 1日～R3年 3月 31日法人名 特定非催新il活動法人 コアネット 事 業 年 度

該当なし

(1)収益の源泉別の明細

(2)借入金の明細

収 益 源 泉 の 内 訳 金   額

正会員受取会費 Z「9,αЮ

個人寄付金 鍋5,αЮ

法人寄附金 2,370,αЮ

キャリア教育支援事業収益 1,953,300

教科教育支援事業収益 3,21Q621

地域活性化支援事業収益
【
１
』

中小企業支援事業収益 1,37Q060

預金利息 174

△
ロ 計 10,αB,155

」土
1日 入 先 金   額

該当なし 円

円

円

円

円

円△
ロ 計

(3)その他



2 資産の譲渡等の内容に関する事項 [C淡産の譲渡等に係る事細畔隆、剣1牛そα釉その内容に関す
‐
る事厠

役 務 の 提 供 の 内 容 料 金 条  件  等

QКЮ円 一人1時間単位 (内容により要相訪0出前授業・講師謝礼

2,∝Ю円 一人 1時間単位 (内容により要相言始

一人1時間単位 (内容により要相言わ1,1∞ 円

1個あたり実費相当額1,7(Ю 円

1台あたり実費相当額4ⅨЮ円

22[Ю 円
一人1時間単位 (材料相手手配他要相

詢

授業プログラム・講師謝礼

ものづくり理科支援教室・講師謝礼

スクローラー教室における材料費

キロボ授業における材料費

マインドストーム授業

20,αЮ円 1回あたり (内容により要相言わ
企 1業 支 援

・ 講 師 謝 礼

円

円

譲 渡 資 産 の 内 容 料 金 条  件  等

現品販売のみは行っておりません 円

円

円

円

円

円

円

円

円

(1)資産の譲渡に係る料金及び条件等

(2)資産の貸付けに係る料金及び条件等

(3)役務刷 に係る料選撻及()ラ9牛等

貸 付 資 産 の 内 容 料 金 条  件  等

該当なし 円

円

円

円

円

円

円

円

円



3取 引の内容に関する事項 に次に掲げる取引先、取引金額その他その:裕に耐
‐
る事頁 イ 収益の生ずる取引及び費用の生

ずる取引のそれぞれについて、取引金額の最も多いものから順次その順位を付した場合におけるそれぞれ第」頃位から第コ賊 まで

のI反引 口 名ヒ員等とσ)I取引]

譲 渡 価 格 譲渡資産の内容等住所又は所在地
譲 渡

年月日
取引先の氏名等

法人との

関  係

円該当なし

円

円

円

円

円

円

円

円

円

(1)収益の生ずる取引の上位5者

(2)費用の生ずる取引の上位 5者

(3)役員、社員、職員若しくは寄附者又はこれらの者の親族等との取引

イ 資産の譲渡 (棚卸資産を含む。)

氏名又は名称 住所又は所在地 取引金額 取 引 内 容 等

1,46,613 2.教科教育支援事業

1,4弼,,4Ю 1.キャリア教育支援事業

&崎 ,5〔Ю 2.教科教育支援嘩業

田Ю,αЮ 寄付金

726,000 4中オ4」gu鵬等鴫終

氏名又は名称 住所又国所在地 取引金額 取 引 内 容 等

1,&Ю ,αЮ 事務局〕鑽 に関する業務委託

1,324,815 2。あい臓質育支潮撃周業

事務局運営に関する業務委託

マンション管理費等

賃貸契約(|その他の事り輌ゆ

871,2010

541,187

3∞,αЮ



口 資産の貸付け (金銭の貸付けを含む。)

ハ 役務の提供 (施設の利用等を含む。)

取引先の氏名等
法人との

住所又は所在地
貸 付

年月日
対 価 の 額 譲渡資産の内容等

関 係

該当なし 円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

取引先の氏名等
法人との

関  係
住所又は所在地

役務の提

供昨月日
対 価 の 額 役務提供の内容等

通年 1,8∞ ,αЮ円
殊0煮苺唖努1局週罰彗にi野する

芽褻努藝覇モ

賃曇彦聯弧|その他の事拶輌ゆ

請負講師謝1金の如)%

請負講師謝金の40%

通年 &Ю,000円

通年 40Π〕

通年 社 側 )

通年 1■000 請負講師謝金の40%

通年 12,α30 請負講師謝金の〔跳



4 寄附者に関する事項 □④寄附者 (役員、役員の親族等で、当該法人に対する寄附金の額の事業年度中の合言‐躍が加万円以上

であるものに限る。)の氏名並びにその寄附金の額及び受領年月日]

5 1給与の黎額目等に関する事項

給 与 を 得 た 職 員 の 総 数 左 記 の 職 員 に 対 す る 給 与 総 額

0人 0円

氏 名 寄 附 金 額 受 領 年 月 日

該当なし 円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円



6 支出した寄附金に関する事項 □⑥吏出した制附金の額並1〔凡こその相手先及破 出年月日]

7 海外への送金等に関する事項 [②膨を のヽ送金又は翻数凛出しを行った場合におけるその1針働

“

岐途並びにその実施

日]

支出年月日 支出先の名称 所 在 地 寄附の目的等 支出した寄附金額

該当なし 円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

合   計 円

実 施  日 使 途

該当なし

金   額

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円



書式第7号 (法第44条・51条。58条関係)

認定基準等チェック表  (第 3表) 匝園】

法人名 特定非営利活動法人 コアネット

3運営組織及び経理に関して次に掲げる基準に適合していること

イ 役員の総数のうちに次の者の数の占める割合がそれぞれ3分の 1以下であること

(1)役員及びその親族等

(2)特定の法人の役員又は使用人である者及びこれらの者の親族等

口 各社員の表決権が平等であること

ハ 会計について公認会計士又は監査法人の監査を受けていること、又は根簿書類の備付け、取引の記

録及び根簿書類の保存について青色申告法人に準じて行われていること

二 支出した金銭の費途が明らかでないものがある等の不適正な経理が行われていないこと

イ

(注 1)

0主 2)

各欄D人数等は、第3表付衰1「役員の状況」から転配してください。

③及び⑤については、小数点以下第2位を切り捨てた数値を記載してください.

ロ

項  目 最も人数が多

い「親族等」の

グループの人

数

割 合
最も人数が多い「特定の法

人の役員又は使用人であ

る者及びこれらの者の親

族等」のグノンープの人数

割 合

役員数

②÷③ (④÷③

① ② ③ ④ ⑤
区  分

③ 認年 4月 1日～B年 3月 31日
17人 0人 0% 2人 11.7%

⑤ 年 月 日～ 年 月 日
人 人 % 人 %

◎ 年 月 日～ 年 月 日
人 人 % 人 %

① 年 月 日～ 年 月 日
人 人 % 人 %

◎ 年 月 日～ 年 月 日
人 人 % 人 %

① 年 月 日～ 年 月 日
人 人 % 人 %

申 請 時
人 人 % 人 %

各社員の表決権が平等である ③ ⑮ ◎ ① ◎ ① 申請時

上記を証する書類の名称とその内容等

はい

いいえ

はい

いいえ

はい はい

いいえ

はい

いいえ

はい はい

いいえいいえ いいえ

∝菫中0
・ 認定基準等チェック表 (第 3表)は、法第5条第1項に基づく書類 (役員報酬規程寄提出書類)の提出時においても調載及び添

付する必要があります。その場合、上記口の記載の必要はありません。

・ 認定の有効期間の更新の申請に当たつては、法第5条第1項に基づく書類 (役員報酬規程等提出書類)に配載した事項について、

添付を省略することができます。



書式第 8号・ (法第 44条・51条 。58条関係)

役 員 の 状 況 第3表付表1(初葉)

17人 人 人 人 人 人 人

0人 人 人 人 人 人 人

2人 人 人 人 人 人人

役  員  数

法人名 特定非営利活動法人コアネット ④ ⑤ ◎ ① ◎ ① 申 請 時

役 員 の 内 訳

就 任 等 の 状 況

氏  名 住  所 職名 続柄等 就任・退任

年月日
③ ⑥ ◎ ① ◎ ① 申請時

宮崎 顆作

増島 勝

平林 克政

岩田 幸一

井上 正信

代表

理事

理事

理事

理事

⌒
ヽノ

⌒
V

○

⌒
ヽノ

廊辟E脚.5.31

イ
:t,そ

廊tittERl.6.9

廊tl[EH13.11.15

就1任 H19.11。 11

ィ
Lt表誡量任Rl.a9

就任賜 .6.22

就任貶6.5。 31

理事 ○

尾上 正嗣

川 面 啓晴

村山 勝彦

良永 順

米窪 健

理事

理事

□[ヨ

○

○

○

就任圏 。5。 31

退任貶.6.21

就任貶7.5.23

退に唸 6.21

就任 H28.5.31

就任貶8.5.31

就鰤 24.5。 31

理事

理事

○

⌒
ヽノ

木坂 一彦

北山 正信

小林 烙浩

初京 遣舅

長谷川 錬一

′ヽ

_ヽノ理事

理事
′ヽ
ヽノ

⌒
∪理事

○理事

理事 ○

就任 BO.610

就任田0.6.10

就任Hn6.10

潮辟■H30.610

就任田0.6.10



3 1

役 員 の 内 訳

申請時

森野 球チ

就任2.6。 21

敷間 清一

ffime. u ts
尾和 寛啓

服1面罰職洛
0 ⑥

理事 ○

理事 ○

監事 ○

の

氏  名 住  所
◎ ① ◎ ①

就任[6121

就任・退任

年月日

樹 E跳 5。 31

鈴木 則夫 監事 ○

∝意申D
認定の有効期間の更新の申請に当たっては、法第55条第1項に基づく書類 (役員報酬規程簿提出害E)i=記載した事項について、添

付を省略することができます。



ハ

項
日
【 ④ ⑮ ◎ ① ◎ ① 申筒部時

会計について公認会計士又は監査法人の監査を受け

ている

はい はい はい はい

いいえ

はい

いいえ

はい

いいえ

はい

いいえし` いいえ いいえ

帳簿書類の備付け、取引の記録及び帳簿書類の保存

を青色申告法人に準じて行っている

はい

いいえ

はい

いいえ

はい

いいえ いいえ

はい はい

いいえ

はい

いいえ

はい

いいえ

項
日

【 ④ ⑤ ◎ ① ◎ ① 申請時

費途が明らかでない支出がある、帳簿に虚1偽の記

載がある等の不適正な経理の有無
有 ③ 有・無 有 。無 有 。無 有・無 有・無 有・無

第3表 (次ヨD

僣意1申D
認定の有効期間の更新の申請に当たっては、法第55条第1項に基づく書類 (役員報酬規程簿提出:日E)に配載した事項について、改

めて配載する必要はありません。



特定非営利活動法人 コアネット

伝 票 又 は 帳 簿 名 左の帳簿等の形態 記帳の時期 保存期間

Ex∞l使用

現金出納帳 毎 日 7年
ルーズリーフ

総勘定元帳

会計ソフト(会計王・クイ

ックブックス・JDD

ルーズリーフ

毎 日 7年

7年仕訳日記帳

会計ソフト(会計王・クイ

ックブックス・JDD

)v*At) -7

毎 日

書式第 9号 (法第 44条・51条・58条関係 )

帳 簿 組 織 の 状 況 第3表付表2

(配」i躍野D
・ 「伝票又朧颯障名」欄は、例えば『入金伝票コ、「出枷 、「振替伝票」、:預金出納帽し、「総勘定元帳」などのよう:=配載します。

・ 『左の根簿等の形態」欄は、「単票」、町l″・ズリーフ」、「装丁根簿」などのように配載します。

・  噺瀬の時期」欄は、弔御キ」、「毎日」、「―週間ごと」のように記載します。

・ 認定の有効期間の更新の申請に当たっては、法第5条第1項に基づく書類 (役員報酬規程等提出:日煩}に記載した内容に変更

がないときは、添付を省略することができます。



法人名 特定非営利活動法人 コアネット チェック欄

4 事業活動に関して次に掲げる基準に適合していること

イ 宗教活動又は政治活動等を行つていないこと
′

口 役員等に対し報酬又は給与の支給に関して特別の利益を与えないこと、役員等又は役員等が支配する法

人と当法人との間の資産の譲渡等に関して特別の利益を与えないこと、役員等に対し役員の選任その他当

して特別の利益を与えないこと、及び営利を目的とした事業を行う

者、上記イの活動を行う者又は特定の公職の候補渚・若しくは公職にある者に対し寄附を行わないこと

ハ 実績判定期間における事業費の総額のう

であること

80962とL

実績判定期間における受入寄附金総額の70%以上を特定JF営利活動の事業費に充てていること

コ

申南郭寺① ◎ ①日
Ｈ ◎項 ④ ⑤

有 。無有 。無 有 。無有 ・ 無 有 ・ 無 有 。無
宗教の教義を広め、儀式を行い、及び信者

を教化育成する活動
有 ・

有 ・ 無 有 ・ 無 有 ・ 無有 ① 有 ・ 無
政治上の主義を推進し、支持し、又はこれ

に5酬する活動

有
′́ 、ヽ

塞ヽノ有 。無 有 ・ 無 有 。無 有 ・ 無

有 。無 有 。無

有 。無 有 ・ 無

特定の公職の候補者若しくは公職にある者

又は政党を推薦し、支持し、又はこれらに

反対する活動

項 目 ③ ⑮ ◎ ① ◎ ① 申訂卵寺

役員の職務の内容、職員に対する給与の支給の状況、当法人

とその活動内容及び事業規模が類似する他の法人の役員に

対する報酬の支給の状況等に照らして、当法人の役員に対

する報酬の支給として過大と認められる報酬の支給その他

役員等に対し報酬又は給与の支給に関して特別α利益の供

/~ヽ
有磋リ 有 。無 有。無 有。無 有 。無 有・無 有・無

役員等又は役員等が支配する法人に対しその対価の額が当

該資産のその譲渡の時における価額に比して著しく過少と

認められる資産の譲渡その他役員等又は役員等が支配する

法人と当法人の間の資産の譲渡等に関して特別の利益の供

与の有無

⌒
有Чリ 有・無 有。無 有。無 有 。無 有 。無 有。無

役員等に対し役員の選任その他当法人の財産の運用及び事

業の運営に関して特別σメ1協畠の供与の有無
有① 有・無 有 。無 有。無 有・無 有。無 有・無

営利を目的とした事業を行う者及びイの活動を行う者又は

特定の公職の候補者若しくは公職にある者に対する寄附の 有 有。無 有 。無

有無

有。無 有。無 有。無 有・無

書式第10号 (法第44条・51条・58条関係)

認定基準等チェック表  (第 4表 ) 圃 珂

∝菫1申D
・ 『認定基準等チェック表 (第 4表)」 は、法第5条第 1項に基づく書類 (役員菊□暇閣ヨ専提出書類)の提出時においても記載

及び添付する必要があります。その場合、曜職塾算等チエツク表 第4表 (次葉)」 (ハ及び二)の記載及び添付の必要はありま

せん。

・ 認定の有効期間の更新の申請に当たっては、法第
"彙

第 1項に基づく書類 (役員報酬規濯等提出留罵)に記載した事項につい

て、添付を省略することができます。



法人名 特定非営禾1蝉:藪法人 コアネット チェック欄

5 次に掲げる書類について閲覧の請求があつた場合には、正当な理由がある場合を除きこれをその事
′

務所において閲覧させること

イ 特定非営利活動促進法第28条に規定する事業報告書等、

口 各認定基準等に適合する旨及び欠格事由に該当しない旨を説明する:薔類

ハ 寄附金を充当する予定の具体的な事業の内容を記載した書類

役員報酬又は職員給与の支給に関する1規程

ホ 収益の明細その他の資金に関する事項、資産の譲渡等に関する事項、寄附金に関する事項その他一定の事

項等を記載した書類

′ヽ を記載した書類

次に掲げる書類について閲覧の請求があった場合には、正当な理由がある場合を除きこれをそ

の事務所において閲覧させることに同意する。

瀾回覧に関する細剛 悧メ虜周D等がある場合に|ミ そC中唄|:1(祖メ庸鳳D等を添付してくださしヽ

同  意

する しない

イ

① 事業報告書等 (事業報告書、財産目録、制 l表、活動計算書、鍛 名簿、社員のうち10人以上の者の

氏名及び住所又は居所を記した:謝鋤

② 役員名簿

③ 定款等 (定款、認証書の写し、登記事項証明書の写し)

ロ 各認定基準等に適合する旨を説明する書類、欠格事由に該当しない旨を説明する書類

寄附金を充当する予定の具体的な事業の内容を記載した書類

前事業年度の役員報酬又は職員給1与の支給に関する,昴程

ホ

次の事項を記載した書類

① 収益の栃嚇場:lの明細、借入金の明細その他の資金に関する事項

② 資産の譲渡等に係る事業の料金、条件その他その内容に関する事項

③ 次に掲げる取引に係る取引先、取引金額その他その内容に関する事項

・ 収益の生ずる取引及び費用の生ずる取引のそれぞれについて、取引金額の多い上位5者との取引

・ 役員、社員、職員若しくは寄附者又はこれらの者の配偶者若しくは三親等以内の親族又はこれらの者と特殊

の関係のある者との取引

④ 寄附者 (役員、役員の配偶者若しくは三親等以内の親族又は役員と特殊の関係のある者で、当該法人に対する

寄附金の額の事業年度中の合計額が20万円以上であるものに限る。)の略 並びにその寄附金の額及び受領年月

日

⑤ 給与を得た職員の総数及び当瀬 に対する給与の総額に関する事項

⑥ 支出した割附金の額泌酬こその相手先及び支出年月日

⑦ l海外への送金又は金銭の持出しを行った場合におけるその金額及び使途並びにその実施日

助成金の支給を行った場合に事後に所轄庁に提出した書類の写し

書式第13号 (法第44条・51条・58条関係)

ェック 5表)

∝憲申D
・ 認定基準等チェック表第5表は、法第55条第1項に基づく書類 (役員報酬鵬程朝日出剛Dの提出時に記載及び添付する必要

があります。

・ 認定の有効期間の更新の申請に当たつては、添付の必要はありません。



書式第14号 (法第44条・51条・58条関係)

認定基準等チェック表  (第 6、 7、 8表)

法人名 特定非営利活動法人 コアネット

認定基準等チェック表  (第 6表 )

認定基準等チェック表  (第 7表)

認定基準等チェック表  (第 8表)

8 申請書を提出した日を含む事業年度の初日において、その設立の日以後 1年を超える期間が経過し

ていること

チェック欄

事業年度 月  日～  月  日 設立年月日 平成  年  月  日

(注意1中D
・ 法第55条第1項に基づく書類 (役員報酬胡鴨崎提出書類)の提出時に当たつては、認定基準等チェック表 (第 6表及び第8表)

は、配載する必要はありません。
口 認定の有効期間の更新の申睛に当たつては、認定基準等チェック表 (第 6表及び第8表)の記載の必要はありません。また、法第

55条第1項に基づく書類 (役員報酬規程等提出□順)|=記載した事項について、改めて配載する必要はありません。

6 28条に規定する事業報告書等を同法第

29条の規定により所轄庁に提出していること

特定非営利活動促進法第28条に規定する事業報告書等の所轄庁への提出の有無

④ ⑤ ◎ ① ◎ ①

有 0無 有 缶 有 征 有 征 有 毎 有 ・ 無

7 法令又は法令に基づいてする行政庁の処分に違反する事実、偽りその他不正の行為により何らかの

利益を得、又は得ようとした事実その他公益に反する事実がないこと

チェッタ欄

′

法令に違反する事実、偽りその他不正の行為により何らかの利益を得、又は得ようとした事実

その他公益に反する事実の有無

注・認定基準等チェック表 (第 7表)は、法第5条第1項に基づく書類 (役員鋼酬規程等提出書類)の提出時に記載及

び添付する必要があります。

④ ⑮ ◎ ① ◎ ① 申 請 時

有 r鉦
1

ヽン 有 缶 有 征 有 征 有 毎 有 任 有 ・ 無



書式第15号 (法第44条・51条・58条関係)

欠格事由チェック表

法人名 特定非営禾ll活動法人 コアネット チェック欄

認定、特例認定又は認定の有効期間の更新の基準にかかわらず、次のいずれかの欠格事由に該当する法人
は認定、特例認定又は認定の有効期間の更新を受けることができません。
1 役員のうちに、次のいずれかに該当する者がある場合

イ 認定特定非営利活動法人が認定を取り消さ

た場合において、その取消しの原因となった事実があつた日以前1年内に当該認定特定非営利活動法人又は当酸特
例認定特定非営利活動法人のその業務を行う理事であつた者でその取消しの日から5年を経過しないもの

口 禁錮以上の刑に処せられ、その執行を終わつた日又はその執行を受けることがなくなつた日から5年を経過しな
い者

ハ 特定非営利活動促進法若しくは暴力団員不当行為防止法に違反したことにより、若しくは刑法204条等田 )若

しくは暴力行為等処罰法の罪を犯したことにより、又は国税若しくは地方税に関する法律に違反したことにより、

罰金刑に処せられ、その執行が終わった日又はその執行を受けることがなくなつた日から5年を経過しない者
二 暴力団の構成員等鐘2)

2 認定又は特例認定を取り消されその取消しの日から5年を経過しない法人
3 定款又は事業計画書の内容が法令等に違反している法人
4 国税又は地方税の滞納処分の執行がされているもの又は当該滞納処分の終了の日から3年を経過しない法人 (塁

亘塾L」重」日塵:塵:コLコ

`目

l定コ2臨□」』111墜 :』l塾國2」圏E壁!三饉LL:亜」厘1腱題i□l量箋壼二:逮望」堕墾i菫迦[」itti」:I:旦ヨLI==2」日匡塾璽」

墨塑堕整墨運」型建知堕塑量室童:1区旦」」:量艶ユ」LL菫」:1■屋:コ立!L二】l□ i菫」堕:1:凶 [三1日[」:」i自!□i厘□:星□l≦:2]麗 i儘」■1」堕E:L≧!笙塑」菫立)。

5国税に係る重加算税又は地方税に係る重加算金を課された日から3年を経過しない法人
6 次のいずれかに該当する法人
イ 暴力団
口 暴力団又は暴力団の構成長等の統制下にある法人

役員のうち、次のいずれ力ヽこ該当する者の有無

認定特定ブ1増禾l幅慟法人が認定を取り消された場合又は特例認定特定非営オ!樫観法人が特例厠1定

を取り消された場合において、その取消しの原因となった事実があつた日以前1年内に当該認定

特定非営利活動法人又は当該特例認1定特定非営利活動法人のその業務を行う理事であった者でそ

の取消しの日から5年を経過しない者の有無

有

禁銅以上の刑に処せられ、その執行を終わつた日又はその執行を受けることがなくなった日から

5年を経過しない者の有無
有

特定非消

":膳

動促進法若しくは暴力団員による不当行為防止法に敲 したことにより、若しくは

刑法第204条等若しくは暴力行為等処罰法の罪を犯したことにより、又は国税若しくは地方税に

関する法律に違反したことにより、罰金刑に処せられ、その執行が終わった日又はその執行を受

けることがなくなつた日から5年を発獣畳しない者の有無

有

暴力団の構成員等の有無 有。供 )

はぃ ( セ`2 認定又は特

"』

認定を取り消されその取消しの日から5年を経過しない法人

\L \ilヵ (ヽ3 定款又は事業計画書の内容が法令等に敲 している法人

4 国税又は地方税の滞納処分の執行がされているもの又は当該滞納処分の終了の日から3年を経過

しない法人
は セ

瀞
薇

認定、4惨1廊定又は認定の有魂瀕]間の更新の申請時に、上記4:壺整躯菫屋塑鯉輩壼邑二重聾睦量塑建襲襲誕塑書

「その4上重堕菫壺団】園!園:コIE!昼:聾:奎丞:口:菫区璽!上」聾:堕[望塑:蔓i塑:量:ヨ1主:」:國i堕!聾

`2:聾

:園:登型l里璽!翌:理:墜:塑:団:='E:ユニ生__
(注 1)その他の事獅 あ`る場合は、その他の事務所所在の滞納処分に係る納税証明書も添付すること

(注 2)役員報酬規程等提出書には添付不要

EL\( ',trli.ｒＯ 国税にイ系る重加算税又は地方税に係る:重加算金を課され,た 日から3年を経過しない法人

´
０ 次のいずれ力ヽ こ該当する法人

暴力団 61',(1v'il
暴力団又は暴力団の構成員等の統制下にある法人 出 6ヽ・Ttt■

′


